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は じ め に
体制の移行期に, 過去に生じた人権侵害行為について正義を追及する取
組み (Transitional Justice (Justice in Transition 以下, 移行期正義) は,
国内および国際社会において行われており, とりわけ国連の活動が着目さ
れてきた。本稿では, 欧州連合 (EU) において移行期正義がどのように
理解され, またどのような分野で用いられてきたのかについて検討する。
EUにおける移行期正義の取組みを検討する理由は以下のとおりである。
EUの価値 (人間の尊厳, 自由, 民主主義, 平等および法の支配の尊重,
ならびに少数者に属する人々の権利を含む人権の尊重) は, EU域内にお
いても, 国際社会においても実現が望まれるものである。またこの価値は,
正義の追及における目的に共通する。とくに人権の尊重と法の支配は, 移
行期正義における目的の一つでもある。
(１)
現在では, 体制移行期にある国や
社会において, 正義を追及することの必要性が確認されており, 国内の取
組みに加えて国際社会の取組みも求められている。EUは組織面および機
能面において発展しており, 国際社会でのその役割はますます重要となる。
このような状況において, EUは移行期正義の追及においてどのような役
割を担っているのだろうか。EUにおける政策や活動の検証を通じて, EU
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(１) S /2004 /616, 23 August 2004 および S /2011 /634, 12 October 2011 を
参照のこと。
EUにおける移行期正義
による移行期正義の取組みを明らかにすること, これにより, 移行期正義
は EUでどのように位置づけられているのかを探り, さらには正義の追及
における EUの役割と課題を考察することが, 本稿の目的である。
Ⅰ 移行期正義とは
１．移行期正義についての議論の進展
20世紀において, 体制の移行期に様々な措置や方法を通じて, 多様な
意味を包含する正義を追及することが実施されてきた。
(２)
移行期正義の議論
を通じて, これまでに以下の点が確認されてきた。
第一に, 移行期として, 二つの状況が想定されてきた。それらは, 軍事
体制から民主的な体制への移行と, 紛争終了後の新体制への移行である。
特定された時期に, 現地社会および／あるいは国際社会が, 過去に生じた
大規模な人権侵害行為に関して如何に正義を追及するのかまたできるのか,
その措置やメカニズム, アプローチについて論じられてきた。
第二に, 正義を追及する目的の多様性が明らかになった。移行期におけ
る正義の追及は, 重大な犯罪行為を行った者の訴追と処罰, 真実の追求,
被害者の救済, 過去の清算など多様な目的を有していた。さらにこれらは,
社会における法の支配の定着, 人権の保護と促進, 新しい社会の構築など,
より長期的な目的とも結びついている。
(３)
第三に, 目的の多様性と関連するが, 正義の追及における措置やメカニ
ズムも多様であることが確認されてきた。これまでに, 刑事司法 (crimi-
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(２) 移行期正義の分析については, 拙著『移行期正義―国際社会における
正義の追及―』法律文化社 2012年などを参照。
(３) 最近では, 移行期正義の目的として, ジェンダー, 子どもの権利, 土
地の原状回復や再分配, さらには経済的権利の達成を通じて紛争の原因に
対処することなども論じられてきている。Naomi Roht-Arriaza, “Editorial
Note”, The International Journal of Transitional Justice, Vol. 7, 2013, p. 384.
nal justice), 真実委員会 (truth commission), 被害者への賠償 (reparation),
身元調査 (vetting), 公職追放 (lustration) などが援用されてきた。
第四に, 移行期正義においては,「正義を追及するか否か」ではなく,
「どのように正義を追及するのか」が論じられる。つまりは体制の移行期
において, 何らかの正義が追及される必要性を前提として, 方法が検討さ
れている。また移行前の体制, 移行の経緯や状況などが国や社会によって
異なる故に, 状況に応じて様々な措置やメカニズムが単独であるいは組み
合わされて用いられてきた。
第五に,「移行期」に関してである。現在においては, 上述された二つ
の状況に見られる体制の移行期という特定の時期もさることながら, 正義
の追及の方法と, 法の支配の構築や社会の望ましい在り方などの目的との
結びつきが論じられ, 正義の追及がいわば常態化してきた。これは, 国際
刑事裁判所 (ICC) の設立と活動にも関連する。たしかに, ICCは移行期
正義の枠組において論じられるのか, 議論の余地がある。しかし, ICCが
国際社会における最も重大な犯罪の不処罰の阻止とそのような犯罪防止を
目的の一つとして掲げていることを鑑みれば, 正義を追及するメカニズム
として ICCは論じられるであろう。このように正義の追及は, 移行期に
加えて常態における措置も含みながら, その措置やメカニズムは, 国際社
会および国内社会におけるある種の事業として確立してきたと言えるので
ある。
２．EUと移行期正義
EUに関しては, 移行期正義においてより積極的な役割を担うべきであ
る, との議論がなされている。たとえば,「EUは, 移行期正義に関する
基準設定により, 主要な役割を担うチャンスを有する。第一に EUの全加
盟国は, 法の支配にコミットする民主的な国家により構成されている。第
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二に, EUは, ODAにおいて主要な役割を担い, 移行期正義のイニシア
チブへの最大の資金者である。第三に, EUは, 共通外交安全保障政策
(CSDP) の枠組の下で設立されたコンゴ民主共和国やコソボへのミッショ
ンを通じて, 移行期正義の視点から妥当性を有する状況へと移りつつあ
る」
(４)
と, EUの構成や対外的な役割から, 積極的な役割が主張されている。
また, EUが移行期正義に関して戦略的なアプローチを取るべきことも論
じられる｡「EUは, 他者によって行われる移行期正義の取組みの支援者
にとどまるのではなく, EU域内および他国での経験, 国連などの主体か
らの教訓を利用して, 自らの外交政策の目的を達成する方法としての, 移
行期正義への戦略的なアプローチを発展すべきである｣。
(５)
また EUが移行
期正義について自らの経験から教訓を学び, 地域独自のアプローチを開拓
することの可能性も論じられている。
(６)
これらは, 移行期正義の取組みが EUにとって重要な政策となりうる,
との主張であるが, 他方で, EUがこれまで移行期正義において, 主導的
な役割を必ずしも担ってこなかったことをも示すものである。
Ⅱ 正義の追及に関連する EUの政策および活動
正義の追及に関して EUではどのような政策や活動が行われてきたので
あろうか。欧州連合条約においては, EUの対外行動に関する一般規定と
して,「連合は, 次の事項のために, 共通の政策および措置を確定し, 実
施し, ならびに国際関係の全ての分野における高度な協力に向けて尽力す
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(４) Thomas Unger, “The European Union and Transitional Justice”, Cleer
Working Papers, 2010, p. 9.
(５) Laura Davis, The European Union and Transitional Justice, Initiative for
Peacebuilding, June 2010, p. 7
(６) Iavor Rangelov, “A regional approach to justice? Rethinking EU justice
poltices in conflict and transition”, Policy Brief, May 2011.
る……民主主義, 法の支配, 人権および国際法の諸原則を確固たるもの
にし, 支援すること」(第21条２) と記される。この規定の内容は, 移行
期正義の目的とも合致する。すなわち移行期正義は, 犠牲者を特定化し,
平和や和解, 民主主義への可能性を促そうとする取組みである。また移行
期正義では, 国際人権法などの国際法がその根拠とされる。
(７)
さらには, 様々
な措置やメカニズムを通じて正義を追及することによって法の支配がより
確保される。
(８)
EUは後述のとおり, 移行期正義について主導的な役割を担
うよりも, EUの目的に合致する範囲で, 主に対外的な分野において正義
の追及に関わってきた。
１．移行期正義に関連する政策
EUの指針などの文書では, 正義を追及することの意義やその重要性が
指摘され, 根拠となる規範が確認されている。以下では, 移行期正義と関
連する指針や決定について例示する。
国際人道法の遵守の促進に関する EU指針 (2005年) は, EUとその組
織による, 国際人道法の履行を促進するための活動上の手段を提示してい
る。たとえば,「個人は戦争犯罪について責任を負う。国家は, その国内
法に従い, 申し立てられている犯罪行為者が, 国内の裁判所で訴追される
か, 他国の裁判所または国際刑事裁判所のような国際的な刑事法廷での裁
判のために, 引き渡されることを確保しなければならない」のである。
(９)
こ
こでは, 重大犯罪行為に関して個人が責任を負うこと, またその個人の訴
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(７) ICTJ, “What is Transitional Justice?”, 2009.
http://ictj.org/sites/default/files/ICTJ-Global-Transitional-Justice-2009-English.
pdf (accessed 2 February 2014).
(８) S /2004 /616, 23 August 2004.
(９) European Union Guidelines on Promoting Compliance with International
Humanitarian law, 2005 /C 327 /04, para. 14.
追や処罰については, 不処罰とされずに裁判所での訴追が望ましいことが
指摘される。
また, 欧州安全保障防衛政策 (ESDP, リスボン条約により, 共通安全
保障防衛政策 CSDPとなる) の枠組では,「移行期正義と ESDP」におい
て, 移行期正義が ESDPの文脈において, 如何により一層考慮されうる
のかについて提案されている。
(10)
４．移行期のプロセスにおける国連の役割は多大である。国連と他の
国際的な主体は, 和平協定の交渉を支援しまたその後の移行期に役割
を担うことができる。EUは, 危機管理, 紛争解決や平和構築におい
てその能力を発展しており, またより複雑な状況にさらに取り組もう
としているので, ESDPの下での EUの行動は, 正義と責任という政
策の選択肢に関する指標や指針を提供する, 発展しつつある国際的な
基準を十分に考慮しなければならない。
５．移行期正義の概念は, ESDPの活動の作成に関連する手段を提供
する。特定の手段の混合は, 各々の特定の状況に応じて必要であるも
のの, ESDPの活動の概念の発展の初期段階から考慮されるべき主要
な要因がある。それらは, 国内, 国際, または混合の形態の刑事訴追；
真実委員会：賠償計画および身元調査計画である。……とりわけ, 地
方のオーナーシップと公的／犠牲者の協議が, 移行期正義のアプロー
チの重要な要因である。
このように, 移行期正義のメカニズムが, ESDPの活動の計画という初
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(10) Transitional Justice and ESDP 10674 /06, 2006.
期の段階から組み入れられる重要性が確認されている。
(11)
また, EUは「EUの仲介および対話能力の強化に関する概念」に合意
した。これは, EUによる仲介と対話への取組みにおける政策上の根拠と
なるものであり, この分野での EUの能力や支援を如何に強化するのかに
ついて提案したものである。この文書の「移行期正義と人権」の項目にお
いて, 仲介は次のとおり指摘されている｡「多くの場合に, 仲介の取組み
は, きわめて複雑な文脈で行われる。一または複数の紛争の当事者が, 国
際人権法や国際人道法の重大な違反を行っているからである。人権侵害の
行為者の行為の責任追及, 犠牲者への補償, 子ども兵士の再統合, 財産や
土地の原状回復, 国内避難民や難民の帰還は, 和平合意や和平協定の起草
の際に取り組まれなければならない。永続的な平和が達成されるのは, 犠
牲者への正義を通じてであることは広く理解されているが, これら二つの
目的はしばしば緊張関係にあり, EUは, 不処罰への対処を含み, 移行期
正義のメカニズムを如何にもっともよく支援できるのか, 事例ごとに考慮
しなければならない｣
(12)
。ここでは, EUが仲介を行うに当たり, 状況に応
じて正義を追及する措置を取ることの必要性が指摘されている。
さらに,「ストックホルム計画―市民に仕え市民を守る, 開かれた且つ
安全な欧州」(2005年) では, 欧州の市民の権利の促進について, 基本権
に基づいて打ち立てられていることが確認されている。また EUの組織や
制度が, EUや加盟国による不処罰に対抗する活動や, ジェノサイド, 人
道に対する罪および戦争犯罪に対して闘うことを促すこと, さらに ICC
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(11) Katy A. Crossley-Frolick, “The European Union and Transitional Justice ;
Human Rights and Post-Conflict Reconciliation in Europe and Beyond”,
Contemporary Readings in Law and Social Justice, Vol. 3 (1), 2011, p. 44.
(12) Concept on Strengthening EU Mediation and Dialogue Capacities 15779 /
09, 2009.
との協力を促進すること, 司法に関する情報交換を進展させることが招請
されている。
(13)
これら文書からは, EUにおける移行期正義の政策として次の点が指摘
される。EUは, 移行期正義に関して自ら定義を行い, 枠組を策定するな
どの取組みは行ってこなかった。国連が移行期正義について, 紛争中また
は紛争後の取組みとして, 法の支配との関連で取り組む一方で, 移行期正
義は EUの政策や計画, とくに EUの対外政策における取組みの一つとし
て位置付けられてきた。つまり EUは, 既存の政策の枠組に合致する範囲
において正義を処遇していると言えるのである｡
２．EU特別代表 (EUSR) の職務権限
EUでは, 移行期正義は主に対外政策において言及されているが, これ
は, EU特別代表 (EUSR) の職務権限からも明らかである。EUSRは, 問
題を有する地域や国家で EUの政策や関心を促進し, また平和, 安定およ
び法の支配を統合する取組みに積極的な役割を担っている。
(14)
たとえば, ボスニア・ヘルツェゴビナ (BiH) の EUSRは, 職務権限と
Ｅ
Ｕ
に
お
け
る
移
行
期
正
義
96(96) 法と政治 65巻 1号 (2014年 5月)
(13) The Stockholm Programme-An Open and Secure Europe Serving and
Protecting Citizens 2010 /C 115 /01.
(14) 2014年２月現在, EUは, アフリカ連合, アフリカの角, コソボ, 人
権, アフガニスタン, ボスニア・ヘルツェゴビナ, 中央アジア, 南コーカ
サスとグルジア危機, 南部地中海地域, サヘルについて, それぞれ EUSR
を置いている。EUSRは, 特定の地域に赴任する場合もあれば, そうでな
い場合もある。なおリスボン条約発効後, 欧州対外行動局 (EEAS) が設
立され, 危機管理政策などを扱うことになった。それに伴い, EUSRの役
割や権限について議論がなされている。Dominik Tolksdorf, “The role of
EU Special Representatives in the post-Lisbon foreign policy system: A re-
naissance?”, Policy brief, Institute for European Studies, Virje Universiteit
Brusse., Issue 1202 /02, June 2012.
して, EUの人権政策と人権に関する EU指針に従い, BiH における人権
と基本的自由の尊重の発展と統合に貢献すること, 旧ユーゴスラビア国際
刑事裁判所 (ICTY) と十分に協力することについて BiH当局と関与する
ことが定められた。
(15)
またスーダンにおいて, EUSRは EUの政策目標に基づく職務権限を付
与されており, EUの政策目標には, 民主的な統治, 説明責任および ICC
との協力など, 人権の尊重を促進することが含まれる。EUSRの具体的な
職務権限は, 人権の尊重を促進すること, 国連の安全保障理事会 (安保理)
決議への当事者の遵守について追跡し報告することであった。
(16)
とりわけ,
当事者による安保理決議の遵守に関しては, ダルフール情勢の ICCへの
付託を決定した安保理決議1593 (2005) も含まれており,
(17)
ICCへの協力
が含意されていた。
３．国際刑事裁判所 (ICC) との協力
EUと ICCは,「協力および支援に関する ICCと EU間の協定」を2006
年に締結した。
(18)
同協定は, 各々の責任の効果的な遂行を促進する目的で,
密接な協力に同意した。両当事者はまた, 協力と支援の義務を促進するた
論
説
法と政治 65巻 1号 (2014年 5月) 97(97)
(15) Council Joint Action 2008 /130 /CFSP of 18 February 2008 extending the
mandate of the European Union Special Representative in Bosnia and
Herzegovina, Article 3.
(16) COUNCIL DECISION 2012 /325 /CFSP of 25 June 2012 extending the
mandate of the European Union Special Representative for Sudan and South
Sudan, Article 3.
(17) ただし, すべての EUSRの権限に正義の追及と関連する事項が含ま
れているのではない。それらは, EUSRのおかれる地域や状況, 事項に因
る。
(18) Agreement between the International Criminal Court and the European
Union on Cooperation and Assistance, 2006.
めに, 定期的な連絡を構築することにも合意した。同協定には, 協力およ
び支援の義務 (第 4 条), 情報交換 (第 7 条), 安全の保護 (第 8 条), 機
密情報 (第 9 条), EU職員の証言 (第10条), EUと ICCの検察官との協
力 (第11条), 特権免除 (第12条) などが記されている。
さらには, EU理事会による ICCに関する決定において, ローマ規程に
可能な限り参加するという目的に貢献するために, EUおよび EU加盟国
は, 可能な限り広範囲な批准, 受容, 承認または加盟の問題を提起し, ま
た交渉, 第三国, 国家間あるいは関連する地域機構との政治対話における
同規程の実施により, このプロセスをさらに進めるあらゆる取組みを行う
とした。
(19)
このように EUは, ICCへの加盟国の加入, EUとしての支援を
通じて ICCとの協力をより進めている｡
４．EUの域外活動
(１) 国際協力
EUの国際協力における例としては,コトゥヌ協定 (The Cotonou Agree-
ment 2000年署名, 2005年および2010年改正) がある。これは, EUと発
展途上国の間のパートナーシップ協定であり, アフリカやカリブ海諸国,
太平洋諸国 (ACP諸国) の79か国と締結されている。同協定の目的は,
平和と安全に貢献しまた安定した民主的な政治環境を促進するために,
ACP諸国の経済的, 文化的および社会的発展を促進することである。同
協定の第11条は, 平和構築政策, 紛争予防と解決, 脆弱な状況への対応
について規定する。同条において, 当事国は, 非暴力, 安定した民主的な
状況への回復を促すために, 移行期に状況を安定化させうるすべての適切
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(19) Decision on the International Criminal Court, COUNCIL DECISION 2011
/168 /CFSP, Article2.
な行動をとらなければならないと定められた (第 6 項)。また平和および
国際的な正義の強化を促すために, 当事国は, ローマ規程の批准と履行を
可能とする法の調整の採用での経験を共有すること, ローマ規程に注意を
払いつつ, 国際法に従い国際犯罪と闘う決意を確認することが求められて
いる (第 7 項)。ここでは, 国際犯罪への対処という国際協力の促進と,
ACP諸国への EUの支援の提供との結びつきが見られる。
コトゥヌ協定は, EUによる発展途上国への支援におけるコンディショ
ナリティーとして位置付けられる。たとえばスーダンはコトゥヌ協定に批
准しなかったことから, 2009年に欧州開発基金からの約3.4億ユーロの支
援を得ることができなかった。
(20)
ACP諸国のローマ規程の加入と ICCへの
協力が, 同協定に基づく支援の条件とされたのである。
次にモロッコに対する EUによる協力の例がある。モロッコでは, 2004
年に公正和解委員会 (L’Instance et 	
	
, IER) が設立さ
れた｡
(21)
IERの設立の目的は, ①モロッコにおいて1956年から1999年の間
に生じた, 大規模な人権侵害について犠牲者および家族による真実の権利
を満たすために, 事実を確認すること, ②人権侵害の文脈を説明し, また
制度, 社会経済, 政治, 司法および法的な原因について, 侵害行為が繰り
返されないように明確化すること, ③記憶を保存すること, である。IER
は2006年に報告書を公表し, 強制失踪, 恣意的拘禁, 拷問, 性暴力, 生
命の権利の剥奪などの人権侵害行為が明らかになった。その一方で, 報告
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(20) European Commission. Development and Cooperation-Europeaid, Sudan,
http://ec.europa.eu/europeaid/where/acp/country-cooperation/sudan/sudan_en.
htm (accessed 7 August 2013).
(21) Veerl Opgenhaffen, Mark Freeman, “Transitional Justice in Morocco : A
Progress Report”, International Center for Transitional Justice, November
2005, Pierre Hazan, “Morocco : Betting on a Truth and Reconciliation Com-
mission”, United States Institute of Peace, Special Report 165, July 2006.
書では, 犯罪行為者やその上官の氏名を公表することは認められず, いわ
ば限られた事実のみが公表された。
(22)
EUは欧州近隣政策 (European Neighbourhood Policy) の一環として IER
に対して資金援助を行った。2004年から同政策は, EU近隣諸国の人権イ
ニシアチブへの支援を含めるようになった。この政策に基づいて, EU委
員会は, 当初はモロッコの人権 NGOに資金を援助し, 後にモロッコ政府
に, 共同体補償計画の設立と, 補償計画の一部として NGOによって行わ
れる事業に対して, 300万ユーロの資金援助を行った。
(23)
さらに EUは, IERからの勧告の実施にも支援した。過去の記憶を保存
するための制度を支援することにより, EUはモロッコでの民主的な移行
の包括的プロセスを支持した。具体的には, EUは, モロッコ現代史協会
の創設, 公的および民間のアーカイブに関する現代の政策の導入, 国家歴
史博物館の設立を支援した。
(24)
委員会はさらに, モロッコ政府開発機関と共
に, 共同体賠償プロジェクトにも支援を行った
(25)
。
(２) EU加盟への条件
EUへの加盟を希望する諸国に関しても, 正義の追及と関連する条件が
含まれている。EU加盟に関する1993年のコペンハーゲン基準は, ①政治
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(22) Mohamed Ahmed Bennis, “The Equity and Reconciliation Committee and
the Transition Process in Morocco”, Arab Reform Brief, Vol. 12, September
2006.
(23) “The Rabat Report : The Concept and Challenges of Collective Repara-
tions”, February 1214, 2009, p. 57.
(24) “European Neighbourhood and Partnership Instrument : Morocco 2007
2010 National Indicative Programme”, pp. 1921.
(25) “The Rabat Report : The Concept and Challenges of Collective Repara-
tions”, February 1214 2009, pp. 2728.
的基準として, 民主主義, 法の支配, 人権および少数民族の尊重を保証す
る安定した制度を有すること, ②経済的基準として, 市場経済が機能して
いること, ③法的基準として, アキ・コミュノテールに則った法整備を行
うこと, を掲げている。さらに, コミッションは1999年５月に, 西バルカ
ン諸国を含む東南欧諸国の安定化連合プロセス (Stabilisation and Associa-
tion Process, SAP) を設定した。
(26)
そこでは, ICTYとの十分な協力, 人権
と少数者の権利の尊重, 難民と避難民の帰還のための実質的な機会の創出,
目に見える形での地域協力への公約が記された。
またテサロニキサミット (2003年 6 月) では, EU加盟国と西バルカン
諸国によってテサロニキ宣言が採択され, 宣言において西バルカン諸国の
EU加盟に対する EUの積極的な立場が示された。同サミットはまた, 西
バルカン地域について, 紛争後の安定化から欧州統合へと EUによる同地
域へのアプローチの転換となった｡「バルカン諸国の未来は EUにある」
(The future of the Balkans is within the EU) と, 諸国が一定の基準を満
たすことにより EUへの加盟が可能となることが示された。また, EUと
西バルカン諸国間の関係の主な枠組として SAPが確認され, 同地域にお
ける全ての国の加盟の見通しが想起された。加えて EU加盟を促す文書と
して, 西バルカン諸国が署名した安定化連合協定 (Stabilisation and
Association Agreement, SAA) が確認された。
さらに, ICTYへの協力が EU加盟の条件に含まれた。すなわち, EU
は, 関係国および当事者に対して, ICTYと十分に協力することを促し,
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(26) Commission of the European Communities, “Communication From the
Commission to the Council and the European Parliament on the Stabilization
and Association process for the countries of South-Eastern Europe, Bosnia and
Herzegovina, Croatia, Federal Republic of Yugoslavia, former Yugoslav
Republic of Macedonia and Albania, Brussels, 26. 05. 1999, COM (1999) 235
final.
また国際法が SAPの基本的な要因であることを想起しており, ICTYとの
十分な協力, とくにすべての容疑者を ICTYに引渡し, また文書と証人へ
の十分なアクセスが, EUの加盟に向けて重要であることを確認したので
ある。
(27)
Ⅲ 移行期正義における EUの課題
以上のとおり, EUは移行期正義について, 文書において言及し, ある
いは域外への政策として, 正義を追及する措置やメカニズムを用いてきた。
他方で EUは移行期正義の独自の定義を行わず, また EUの政策において
実行されうる観点について移行期正義に言及する条約等を作成してこなかっ
た。EUの行動に関する一般的な枠組が作成され, その中で, 移行期正義
は, ESDPなど, 第三国に影響を及ぼしうる政策の一要素として含まれて
きた。
(28)
つまり移行期正義は, 従来の EUの目的, 制度, 取組みの文脈で確
認され用いられており, 移行期正義の名の下で EU独自の行動は取られて
こなかったのである。
とくに EUは, 対外政策におけるアプローチとして移行期正義を位置づ
けてきた。EUによる仲介, EUSRの職務権限, 国際協力における活動,
EUへの加盟条件として, 正義に関わる事項が取り上げられてきた。
EUの対外政策において移行期正義が処遇されてきているが, EUの加
盟国は過去に体制の移行を経験している。
(29)
EU諸国は, 軍事政権から民主
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(27) General Affairs and External Relations Council, 2518th Council Meeting-
External Relations, Luxembourg, 16 June 2003, 10369 /03, p. 12.
(28) Avello, “European efforts in Transitional Justice, FRIDE, Working
Paper 58, June 2008, p. 3.
(29) Neil J. Kritz (ed.), Transitional Justice: How Emerging Democracies
Reckon with Former Regimes, Vol. I, United States Institute of Peace Press,
1995.
的な政権への移行 (ドイツ, イタリア, オーストリア, フランス, スペイ
ン, ポルトガル, ギリシャ)
(30)
, 内乱や内戦 (イギリスと北アイルランド,
キプロス, スペイン, バルト三国), ホロコースト (ドイツ, オーストリ
ア, バルト三国, 中央ヨーロッパ諸国), 植民地問題 (ベルギー, ポルト
ガル, フランス, オランダ, イギリス, イタリア) 共産主義 (ルーマニア
など) などを経験している。
(31)
また体制の移行期には, 刑事裁判における訴
追 (ドイツ, ギリシャ), 真実委員会の設立 (ドイツ)
(32)
, 真実の追及 (イギ
リスの北アイルランド問題), 身元調査による公職からの追放 (チェコス
ロバキア, ブルガリアなど)
(33)
が行われた。このように移行期正義は, 多く
の EU加盟国にとって過去 (あるいは現在) の遺産や教訓でもある。ただ
し多くの場合に, 各国内において正義が追及されてきた｡
EU加盟国において移行期正義に関して経験がありながら, 移行期正義
は, EU域内でもまた域外でも戦略的に用いられてはいない。そこには,
以下の理由が考えられる。
まずは, 国連との棲み分けである。1993年には, 旧ユーゴスラビア連
邦共和国の領域内に行われた国際人道法の重大な違反について責任を負う
者を訴追する ICTYが安保理によって設立された。翌年にはルワンダ国際
刑事裁判所 (ICTR) が設立されるなど, 国連が国連憲章第 7章に基づいて,
重大な犯罪行為の訴追や処罰に役割を担ってきた｡ これが正義の追及にお
ける国連による主導的な役割を促したと考えられる。
次に, EUの加盟国の構成についてである。移行期正義は, 移行期にお
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(30) Ruti G. Teitel, Transitional Justice, Oxford. 2000, p. 5.
(31) Unger, op. cit. p. 9．
(32) Priscilla B. Hayner, “Fifteen Truth Commissions1974 to 1994 : A Com-
parative Study”, Kritz, op. cit., pp. 240241.
(33) Herman Schwarz, “Lustration in Eastern Europe”, Kritz, op. cit., pp. 461
483,
ける犯罪行為者の処罰という対応に加えて, 法の支配の確立や維持など平
和構築に関わる長期的な措置も含む。EUの加盟国は, すでに法の支配が
確立しており, また国内において正義の追及がなされてきた経緯がある。
つまり EUとしては EU域内の政策として正義の問題を取り上げる必要が
ないのである。さらに移行期正義が, 法の支配の定着や人権の保護という
国家建設の取組みと結びつくことによって, 正義の追及は対外政策におい
て, とくに近隣諸国の支援や, EU加盟の条件としての役割を担ってきた
のである。
リスボン条約が発効し, EUの組織および機能上の変化がさらに想定さ
れうる状況においては, 移行期正義に関する EUの政策や機能も, 今後は
変化しうるであろう。EUの取組みから生じうる課題を最後に提示したい。
第一に, EU加盟を念頭に入れた, 西バルカン諸国との SAAのプロセ
スにおいて, ICTYへの協力要請に関するものである。EU加盟申請国に
対しては, 国際的な刑事裁判所を含む刑事司法への協力が EUから求めら
れてきた。その一方で, 正義の追及においては「誰にとっての正義を追及
するのか」という視点が重要となり, とくに「ローカル正義」の意義が問
われるようになっている。たしかに EUは ICTYとの協力については西バ
ルカン諸国における EU加盟への条件としながらも, それら諸国で行われ
てきた正義への取組みについては国内の問題として処遇するにとどまる。
つまり, EUは国際的な正義の追及に対する関与を示しながら, 国内にお
ける取組みにはほとんど関心を払わなかった。
(34)
そうであれば, EU加盟の
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(34) Iavor Rangelov and Marika Theros “Transitional Justice in Bosnia and
Herzegovina : Coherence and Complementarity of EU Institutions and Civil
Society”, Kai Ambos, Judith Large, Marieke Wierda (eds.), Building a Future
on Peace and Justice: Studies on Transitional Justice, Peace and Development
The Nuremberg Declaration on Peace and Justice, Springer, 2009, p. 368.
前提とされている, 正義の追及に関連する EUからの要請が, 現地におい
て追及される正義の内実や措置とどのように関連するのか, という点が問
われるであろう。
(35)
またこれは, EUにとって正義の追及はどのような意義
を有しているのか, という問いと関連するのである。
第二に, EUによる対外援助との関係についてである。モロッコにおい
てみられたように, EUは, 現地の措置やメカニズムに支援を行ってきた。
その場合には, 現地で設立された組織やその活動の目的の妥当性が論じら
れる。つまり, 正義の追及に関係する EUの対外支援や行動についての評
価を, 誰が, どのような基準で, 如何に行うのか, また, 行動の結果につ
いては誰がどのような責任を負うのか, 問題となるであろう。モロッコで
の活動への支援は, EUによる同活動へのお墨付きとなりうるからである｡
第三に, コトゥヌ協定にみられるように, 正義の追及が EUの援助にお
ける事実上のコンディショナリティーとなる点である。援助におけるコン
ディショナリティーの意義に加えて, 正義の追及に関わる事項を, EUが
援助の条件とすることの妥当性が問われる。とくにコトゥヌ協定における,
ACP諸国に対する ICCとの協力の要請については, ICCへの状況付託が
安保理という政治機関によって決定されることにより, より複雑な様相を
示すのである。
お わ り に
本論文では, EUが移行期に正義を追及することについて, これまでの
論
説
法と政治 65巻 1号 (2014年 5月) 105(105)
(35) 国際社会における正義と現地社会における正義を巡る問題については,
たとえば, クロス京子「紛争後の社会が求める正義とは何か―国際正義と
現地正義の相克」伊東孝之監修, 広瀬桂一, 湯浅剛編『平和構築へのアプ
ローチ―ユーラシア紛争研究の最前線』吉田書店, 2013年, 321337頁を
参照のこと。
EUの政策や活動について検討を試みた。本稿の考察からは, EUは移行
期正義を対外政策において主に用いていることが確認されたが, EUとし
ての統一されたアプローチは見られなかった｡
(36)
正義の追及は, 法の支配と
人権の保護という, EUの目的を達成するためのアプローチであり手段と
しての役割を担っており, とくに EU域外に対する措置として, また EU
加盟の条件として用いられていることが示された。
上述のとおり, 移行期正義は, 不処罰の阻止や真実の追求, 犯罪行為者
の処罰や訴追という目的に加えて, 平和構築などの長期的かつ社会的な文
脈においても論じられてきている。EUは, これまで EU加盟や援助の条
件として国際的な刑事裁判所との協力を求めてきた。正義の追及という措
置やアプローチは, 現段階では, EU域外において新たな制度の構築や国
家の建設の手段として用いられている。対外政策における EUの措置は,
EU域外における正義の追及を進め, それにより, 法の支配の確立を促す
ことになる。これらはまた対象国の制度の改革を促すものでもある。その
意味では, 正義の追及は EU非加盟国の制度の改革を通じての法の支配や
民主主義の確立と結びついている。
これまでの EUの取組みからは, 正義の追及において EUの主導的な立
場は示されなかったが, EUの組織としての進展が今後どのような影響を
及ぼすのかその動向が注目される。たとえば, リスボン条約発効以前は,
共通外交・安全保障政策 (CFSP) 分野における EUの措置は, 構成国の
権限行使の結果であった。すなわちこの分野での取組みは, EUの各加盟
国によって行われる構造になっていた。
(37)
CFSP分野の EUとしての取組み
がどのように変化していくのか, それに伴い正義の追及に関しても, EU
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(36) Davis, op. cit., p. 11.
(37) 中西優美子「リスボン条約と EUの対外権限―CFSP分野を中心に」
『日本 EU学会年報』第31号 2011年 pp. 127147｡
としてより積極的な取組みが求められる可能性もある。また EUの対外政
策としての正義の追及と EUの非加盟国における正義の追及との関連性に
ついても今後は問われるであろう。すなわち正義の追及の措置やメカニズ
ムが, EUおよび現地の社会においてどのような意味を有しているのか,
さらには EUが今後どのような政策を取りうるのか論じられる。このよう
に, EUによる正義の追及と EU域外の地域における正義の追及との関係
性は, 移行期正義についての問いであるのと同時に, EUの存在と機能上
の課題をも提示しているのである。
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Transitional Justice in the European Union
Yasue MOCHIZUKI
This paper aims at identifying the efforts taken by the European Union
(EU) in the process of transitional justice. First, it overviews the develop-
ment of the discussion in transitional justice. It is currently recognized that
the measures and mechanisms taken are diverse and holistic; the ways to
seek for justice is argued, rather than whether or not justice should be
sought ; and the transitional period entails not only the limited period of time
but a longer duration as justice seeking links to the issue of development or
statebuilding which requires longer perspectives. Second, the paper looks
into policies and activities by the EU in relation to seeking for justice. It
identifies that the EU takes transitional justice approaches in its external
policies ; the cooperation with the International Criminal Court was condi-
tioned to the assistance to developing countries ; the West Balkan countries
were required to cooperate with the International Criminal Tribunal for the
former Yugoslavia which is prerequisite to be admitted as a member of the
EU. Third, it points out some challenges the EU encounters in the process
of transitional justice. Whereas the EU uses transitional justice approaches
within the existing framework of external policies, its assistance to the
neighboring developing countries would serve to legitimize the local efforts
in justice seeking. In addition, the EU’s conditionality toward the West
Balkan states may disregard the local efforts in justice seeking. The paper
concludes that the efforts by the EU would further raise a question about the
expected role and functions of the EU in the field of transitional justice.
